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研究成果の概要（和文）：本研究は、独占禁止法による企業結合規制において、①競争制限的な横並び行動と適
法な横並び行動を識別できるかを検討し、②協調的行動が懸念される状況を客観的な指標で特定できる基準を構
築した。①については、横並び行動が観察されたことだけでは、競争制限的な協調的行動なのか適法な同質的行
動なのかを識別できないとの結論に至り、横並び行動に基づいて協調的行動の予測を行うことは慎重になるべき
であって、少なくとも他の証拠による補強が必要であるという結論を得た。②については、協調的行動による競
争の実質的制限の予測で最も焦点を当てるべき客観的指標は、首位企業を中心とする企業間の費用格差であるこ
とを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：This study addresses two questions regarding coordinated effects of 
horizontal mergers. First, when should there be a major concern with coordinated effects of mergers?
 Through a numerical analysis of the profit increase from collusion in triopoly markets, this study 
shows that markets in which the collusive profit increase is durable despite cost asymmetries 
deserve to be prioritized. The second question relates to why mergers increase outsiders' incentives
 to collude. This study shows that the identity of exiting firms can inform the remaining firms in 
the market that they are eligible to engage in profitable collusion with tolerable cost asymmetries.

研究分野：独占禁止法

キーワード： 協調的行動　水平合併　tacit collusion　非対称費用

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
企業数が少ない市場での競争企業間の横並び価格は、競争制限的な行為だと受け止められやすい。しかし本研究
は、横並び価格は競争の結果としても生じうるため、このような事実だけで安易に法的な介入を行うべきでない
ことを示した。企業結合後に残った企業が協調的に値上げするのではないかという懸念は、企業結合を独占禁止
法が規制する一つの理由になっているが、規制基準が曖昧であることが長年の課題となっていた。本研究は、規
制基準の中でも、企業間の費用格差が最も重要であることを複数のモデルで確認し、優先的に規制すべき状況を
明確化した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 独占禁止法による現行の企業結合規制実務では、競争企業間の横並び価格といった同質的行
動を、適法な並行行為と競争制限的な協調的行動に識別できていないのではないか、という疑問
が本研究の端緒である。この疑問に答えられなければ、企業結合前の横並び行動は、なぜ協調的
行動の証拠の一つとして使えるのかを説明できない。また、不当な取引制限の禁止規定によるカ
ルテル規制と比べて、はるかに少ない証拠で、企業結合後の協調的行動を予測できることの説明
ができない。協調的行動を根拠とした企業結合規制の説得力を高めるためには、これらの疑問に
解答を与えなければならない。本研究の解明課題は二つである。第一に、競争制限的な横並び行
動と適法な横並び行動はいかにして識別できるか。第二に、横並び行動が見られなくても、協調
的行動が懸念される状況を客観的な指標で特定することができるか。 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、適法な横並び行動と競争制限的な協調的行動を識別する基準を構築し、協調
的行動による競争の実質的制限を根拠とした企業結合規制の判断基準をより明確化することで
ある。具体的には、企業間の費用の非対称性や商品の差別化、均衡価格水準といった客観的な指
標を用いて、違法な協調的行動を予測できる基準構築を目標とする。 
３．研究の方法 
 第一の解明課題については、競争制限的な横並び行動と適法な横並び行動の識別基準を構築
するため、プライスリーダーシップに関する経済学の先行研究を分析し、自らもゲーム理論を用
いたモデル分析で再現を行った。プライスリーダーシップに関する文献としては、ゲーム理論を
用いた文献（1980 年代以降）だけでなく、それ以前の古典的な（1930 年代以降の）経済理論文
献及びケーススタディも調査した。 
 第二の解明課題について、競争制限的な協調的行動が懸念される状況を、市場構造等の客観的
な指標から特定するため、ゲーム理論を用いたモデル分析を行った。すなわち、3社市場におい
てお互いに利潤増加となるような協調的な値上げが可能なのはどのような状況か、繰り返しゲ
ームと静学的ゲームの両方について検討した。また協調的行動による弊害発生の有無が判定さ
れた事後検証レポートを用いて、理論的な分析結果との整合性を検証すると共に、協調的行動に
よる競争の実質的制限の実証的手法に関する研究文献も調査した。 
４．研究成果 
 第一の解明課題については、横並び行動が観察されたことだけでは、競争制限的な協調的行動
なのか適法な同質的行動なのかを識別できないとの結論に至った。これは、各企業が独立して意
思決定をした結果（競争の結果）としても、追随的な行動が起こることを、ゲーム理論による理
論的な分析から確認できたためである。理論分析ではクールノー（数量競争）モデルと差別化財
のベルトラン（価格競争）モデルの両方を用いた。数量競争の場合には、先手と後手が順番に意
思決定を行う均衡の方が、同時手番の場合よりも、市場全体の数量は増加し、市場価格も下がる
から、追随的な行動がとられる場合の方が競争的である。また、先手の利潤は同時手番よりも増
加するが、後手の利潤は減少するため、追随的行動について両者の利害は対立し、競争制限的な
協調的行動とはいえないことが明らかである。価格競争の場合には、効率的な企業が先手となり、
後手との費用格差が一定程度以内におさまる場合には、同時手番の場合と比べて両者ともに価
格及び利潤が増加する場合がある。しかし、これは各社が独立の意思決定をした結果として実現
されるため、やはり競争制限的な協調的行動とみることはできない。企業間の費用格差が小さい
状況は、費用の対称性が高い状況であるから、協調的行動が懸念される典型的な場合とされてき
た。しかしながらそのような状況でも、競争的な同質的行動がありうることが確認できた。以上
の検討結果から、横並び行動に基づいて協調的行動の予測を行うことは慎重になるべきであっ
て、少なくとも他の証拠による補強が必要である。 
 第一の解明課題の検討過程において、「協調的行動」の定義自体を厳密に行うべきことが明ら
かになった。我が国の企業結合ガイドラインでは、1社の価格引上げに「追随して」他の事業者
が商品の価格を引き上げる場合を想定した書き方になっている。しかし、この定義では単独行動
による競争の実質的制限と区別できないし、第一の解明課題で明らかにした同質的行動を協調
的行動と同視してしまうことになりかねない。そこで、例えば他社も追随した場合に初めて実現
できるような値上げ行動といった定義を与えることが必要となる。 
 しかし協調的行動をこのように定義したことにより、さらなる疑問が生じた。企業結合を契機
にして、なぜ企業結合当事会社以外の会社（以下、「アウトサイダー」という。）は、協調的に値
上げをする誘因を持つのか。このような疑問は、これまで法学者の間でも十分に検討されてこな
かった。協調的行動が起こりやすい場合を説明する理論として、よく知られているマーベリック
理論では、これに答えられないことが明らかになった。マーベリック企業は協調的行動を困難に
する存在であって、それが企業結合によって独立事業者でなくなれば、協調的行動が容易になる
というのがこの理論である。しかし、当事会社以外のアウトサイダーのうちどの企業が協調的行
動に参加するのか、この理論は何ら答えを持たない。むしろ協調的行動を行う企業の特定を省略
しているのがこの理論である（論文①）。この疑問については、第二の解明課題の検討を通して



取り組むことになった。 
 第二の解明課題については、企業結合当事会社とアウトサイダーとの費用格差が一定範囲内
であれば協調的行動がお互いにとって利益となること、数量競争の場合と価格競争の場合で、協
調的行動を特に懸念すべき市場構造は異なりうることを明らかにした（論文①）。 
 第二の解明課題については紆余曲折があった。まず最初に取り組んだのは、企業結合を契機に
してアウトサイダーが協調的に値上げする誘因を持つことを、理論モデルで説明することであ
る。具体的には、先手と後手に分かれて意思決定するゲームで、先手が後手による逸脱を織り込
んだ形で両者にとって利潤が増加するような均衡は求められないか検討した。分析の結果、逐次
手番ゲームでは協調的な行動を実現することは困難であることが分かった。数量競争では、先手
が敢えて供給量を減らすと、自分の利潤が減ってしまうか、後手の利潤が減ってしまうので、お
互いにとって利潤増加となるような行動は取れない。また、価格競争の場合には費用格差が一定
以上存在する場合に、お互いに利潤増加となる場合がありうるが、先手の利潤増加は僅少である
ため、このようなインセンティブは規制対象としてとりあげるに値しない。このようなモデルを
敢えて模索したのは、アウトサイダーが企業結合を契機に協調的行動をとる誘因を持つことを、
繰り返しゲーム理論に基づく tacit collusion の伝統的分析手法では説明できないと考えたか
らである。また、Loertscher & Marx (2020)や Farrell & Baker (2021)といった最近の論文が、
逸脱に対する制裁を議論せず、tacit collusion の伝統的分析手法とは異なったアプローチを取
っていることも追い風になった。結局のところ、逸脱を織り込んだ形での協調的行動を理論モデ
ルの中で説明することはできなかったが、企業間にある程度費用格差があってもお互いに利潤
増加となる場合がありうることに関心を移すことができた。 
 最終的な研究作業として、企業間にどの程度の費用格差があっても、なお協調的行動がお互い
にとって利益になるかを、3社市場の理論モデルを使い、特定のパラメータで分析することにし
た。その結果、同質財の数量競争市場では、上位 2社の費用格差が特に小さい場合に、協調的行
動が最も懸念されるべきであること、差別化財の価格競争市場では、2位以下の複数企業の費用
格差が小さい場合に、協調的行動が最も懸念されるべき典型的な市場構造であることを示した
（論文①）。この分析結果からすれば、協調的行動による競争の実質的制限の予測で最も焦点を
当てるべき客観的指標は、首位企業を中心とする企業間の費用格差ということになる。 
 最後に、アウトサイダーが企業結合を契機に協調的行動をとる誘因を持つのはなぜかを、経済
理論の外で解明することを試みた。当初の分析作業ではこれを理論モデルの中で説明しようと
試みたが、できなかったからである。結論的には、協調的行動が利益となるような費用格差の範
囲内にあるかどうかを、企業結合を契機に、アウトサイダーを含む残存企業が知りうる場合に、
アウトサイダーの協調的行動のインセンティブを説明できる。退出する企業の属性及び順位を
見れば、その企業がどのような費用状況にあるのかをある程度予測でき、アウトサイダーがそれ
よりも効率的ならば、協調的行動で利潤が高まるグループに属するのか否かを、アウトサイダー
も当事会社も知りうるからである。このような推測は、企業数が少ないほど容易となる。（論文
①）。 
 そのほか、本研究の過程での主要な研究成果として以下のものを発表した。（ア）現行の企業
結合規制実務では、協調的行動の起こりやすさを様々な市場要因に基づいて判断するチェック
リスト方式を採用している。しかし、産業によってはおよそ協調的行動が起こりにくい分野も存
在するところ、現行のアプローチではそれらを識別できていない。協調的行動が起こりにくいと
考えられる代表的な産業として、いわゆるグローバル戦略をとる産業が考えられる（論文②及び
③）。（イ）協調的行動に基づく企業結合規制が全体的に下火になっていることの理由として、
tacit collusion に基づくチェックリストアプローチが説明力に乏しいことに加えて、競争制限
的な協調的行動がどれほど頻繁に起こるのかに関する事実認識の違いがある。このような事実
認識は、法の解釈適用の態度に影響するものの、一般的な事実命題自体は法の解釈適用にあたっ
て直接の検討対象になりにくいため、特に規制消極派の信念は修正しにくく、現状維持バイアス
が強く働く（論文④）。（ウ）繰り返しゲーム理論による tacit collusion の知見を利用して、主
導的事業者に対する課徴金の割増規定の説明を試みた（論文⑤）。 
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